別紙様式第７号（第７条第１項関係）
災　害　報　告　書（例）
番号
○年○月○日
農林水産大臣　殿
住所
グループ名
代表名
　平成○○年度体質強化グループ活動支援事業（注）補助金（助成金）により取得した補助対象財産（以下、「施設等」という。）が東日本大震災により被災し、補助事業等の継続が困難となったので、報告いたします。
　なお、貴職から、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第175号）に基づく指示があった場合には、その指示に従うことといたします。
記
１　被災施設等の概要
　（1）補助事業名及び年度
体質強化グループ活動支援事業　平成○○年度事業
　（2）事業実施主体名
　　　漁協名、グループ名、代表者名
　（3）施設等の名称
※管理台帳、管理規定の記載内容より導入した機器名を記載
　　　例）船外機
　　　例）船内機
　（4）施設等の住所
　　　××市○○町　　　　丁目　　　番　　　号「□□漁港」
　（5）施設等の構造及び規格、規模等
　　※グループ全体の導入機器及び施設を全て記載
　例）船外機　４０馬力　型式　３台
例）船内機メーカー名、馬力　型式　○隻
　（6）総事業費（うち国庫補助金等）
　　　※グループ全体の導入時の事業費及び今回被災の機器の事業費
（導入時の管理台帳記載内容より）
グループ全体の導入時
総事業費○○○○円（うち国庫補助金○○○○円）
被災施設
総事業費○○○○円（うち国庫補助金○○○○円）
２　被害の概要
　（1）被災の原因
　　　平成23年3月11日（東日本大震災による被災）
　　　（気象庁発表14時46分）
　 （2）被災の程度
　　　　　※導入施設がどのようにどのくらいの規模で被災したか概要を記載
　　　　　例）
（船外機の流失）燃油消費量を削減するため４サイクル船外機を養殖昆布漁に使用して経営の効率化を図っていた。
　巨大な地震発生当時港に係留しておいた当該４サイクル船外機が船もろとも津波の引き波で流失した。
　構成員は津波警報発令のため港から避難した。などを記載してください。
＊施設等の損壊、被害見積額、復旧不能判断等を同時に書き込むことも可
　　　　施設等の損壊　
　　　　　　※地震で、家屋倒壊で、損壊、津波で冠水、流失等実態を記載
例）導入施設（船外機）が津波により流失
被害見積価格　 ○○○○円
　　　　　 ※管理台帳記載の導入時金額、仮に新規導入した場合の見積額又は修理した場合の見積額
を記載 
　　施設等の復旧が不可能との判断した理由等　
　　　　　 ※グループが復旧不可能と判断した理由を以下の文言を加えた文章で具体的に記載
　　　　　 …津波により流失したため回収が困難…
　　　　　 …津波により流失したため所在不明…
…冠水により修理費が多額のため再使用が不能と判断した…
　　（3）被災施設の収支等
　　　　施設等の取り壊し等の概算経費　○○○○円
※取り壊し・処分等に要する費用の見積額
　　　　　　　　　　　　例）取り壊し費用○○○○円はグループの自己負担で処理する。
　　　　処分に係る収益等の見込額（損失補償金を含む。）　○○○○円
　　　　　※下取り額、売却額などの金額
（下取り額・損失補償金等が一切生じない場合は０円と記載）
３　その他　　　
［添付資料］
　　１　財産管理台帳の写し　
※管理台帳の写しを添付してください。
　　２　被災状況の写真など
　　　※写真等被災状況がわかるものがあれば添付してください。
　　３　その他
　　　※見積書の写し等その他資料があれば、記載して添付してください。
　　　
※報告書作成時には、赤字部分に必要事項を記載し例文等は削除する。
注：事業名は実施年度により異なる。
①平成１７年補正（実施主体：全漁連）
　実施年度18年、19年、20年
→事業名：省燃油型沿岸漁業漁業者協業化推進事業
②平成１９年補正（実施主体：大水・補助事業者：全漁連）
　実施年度20年、21年
→事業名：沿岸グループ活動支援事業進事業
③事業主体：特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
　実施年度21年、22年
　→事業名：体質強化グループ活動支援事業
